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2026年 2月 20日 

「第 2次トランプ政権の「国家防衛戦略」と韓国」 
(日米同盟研究会コメンタリーNo.80） 

 

防衛研究所主任研究官 

石田 智範 

 

2026 年 1 月、アメリカの国防総省（戦争省）は、第 2 次トランプ政権の国防政策の指針となる

「国家防衛戦略（National Defense Strategy）」を公表した1。これに先立ってトランプ政権は、より上

位の戦略文書である「国家安全保障戦略（National Security Strategy）」を 2025年 12月に公表してい

る2。国家安全保障戦略の内容を踏まえて、国家防衛戦略では、①アメリカ本土及び西半球の防衛、

②インド太平洋地域における中国の抑止、③同盟国及びパートナー国との負担分担の推進、④ア

メリカの防衛産業基盤の拡充の 4つを取り組みの柱とする方針が示されている。公表された国家防

衛戦略の記述のうち、韓国に関連して注目されるのは大きく次の 2点である。 

第 1に、局地的な脅威に対しての備えは当該地域の同盟国・パートナー国が第一義的な責任を負

うべきであるとの認識を明示した上で、安全保障上の負担分担を促進するための「インセンティブ」

を働かせるとして、「模範的な同盟国」との安全保障協力を優先的に進める姿勢を打ち出した点で

ある。具体的には、国家防衛戦略は次のように述べている。 

 

欧州、中東、そして朝鮮半島においては、米軍が枢要かつ限定的な支援を提供しつつも、同盟国・

パートナー国が自国の防衛について第一義的な責任を担うように、インセンティブを強化するこ

とに戦争省は注力する。（中略）インセンティブは働いており、われわれの同盟政策の核心的な部

分となる。したがってわれわれは、模範的な同盟国（model allies）――枢要かつ限定的な支援を

アメリカから受けつつも、必要なだけの支出を行い、域内の脅威に備えて目に見える形で一層の

対策を講じている国々――との協力や取り決めを優先する。そこには、武器売却や防衛産業協力、

情報共有、その他両国の利益となる種々の取り組みが含まれる3。 

 

「模範的な同盟国」として、国家防衛戦略が明示的に言及するのはイスラエルのみである。とは

いえ、トランプ政権の期待に応えて、すでに韓国は防衛費を対 GDP比 3.5%の水準へと段階的に引

き上げる方針を表明済みであり4、このことを踏まえてトランプ政権は韓国を「模範的な同盟国」と

して位置づけている。事実、国家防衛戦略の発表直後に韓国を訪れたコルビー国防次官（政策担当）

は、世宗研究所での講演において韓国の防衛努力を賞賛し、「模範的な同盟国である韓国との同盟

関係の行く末を大いに楽観している」と述べて、米韓同盟の未来を祝福したのであった5。 

第 2に、国家防衛戦略においては欧州や中東、アフリカといった地域と並んで朝鮮半島について

記述した項が設けられ、先に述べた全般的な方針を反映して、北朝鮮の抑止においては韓国が第一

義的な責任を負い、アメリカは「枢要かつより限定的な支援」を提供するとの役割分担が明示され
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た点が注目される6。ここで、アメリカが担う「枢要かつより限定的な支援」とは、基本的には核の

拡大抑止を指すものと考えてよいだろう。こうした米韓同盟における役割分担のあり方は、冷戦終

焉後にアメリカが追求してきた朝鮮半島政策の基本的な方向性に沿うものであり7、取り立てて新

しくはない。とはいえ、国家防衛戦略において政権の方針として明示されたことから、例えば韓国

軍の戦時作戦統制権の返還といった懸案をめぐって米韓両国の調整が今後加速することが見込ま

れる。さらに、今後の米韓同盟を展望する上では、上記の点に続いて記述された、次の一節が重要

な意味を持つだろう。 

 

こうした〔米韓両国が負う〕責任のバランスの変化は、朝鮮半島における米軍の態勢を更新する

というアメリカの関心に沿うものである。そうすることで米韓両国は、アメリカの防衛上の優先

事項とより整合した、さらに強固で互恵的な同盟関係を築き、持続的な平和の基盤を整えること

ができる8。 

 

ここで暗に示されているのは、アメリカの戦略的な優先事項である対中抑止に適う形へと米韓同盟

をつくりかえること、より具体的には対中抑止に資する役割を在韓米軍に与えることへのトランプ

政権の関心である。朝鮮半島有事への備えに留まらない役割を在韓米軍に付与するという「在韓米

軍の戦略的柔軟性」の問題についてトランプ政権が関心を深めていることが9、国家防衛戦略におい

て一層鮮明になったといえる。 

こうした内容を含むトランプ政権の国家防衛戦略について、韓国側の受け止めは複雑なようであ

る。筆者はこの 2月に韓国を訪問して多数の専門家から意見を聞く機会を得たが、トランプ政権の

国家防衛戦略に関する見方には、次の 2つの要素が入り混じっているように見受けられた。一つに

は、朝鮮半島においてアメリカが「より限定的」な役割を負うとの方向性が示されたことから、韓

国防衛についてアメリカが関心を後退させつつあることを懸念する、いわゆる「見捨てられの懸念」

に通じるような見方である。事実、国家防衛戦略がアメリカ本土及び西半球の防衛とインド太平洋

における対中抑止を最優先事項として、欧州や中東、アフリカといった地域と並べて朝鮮半島に二

次的な位置づけを与えたことは、こうした懸念を裏づけるものであるだろう。ただし、こうした「見

捨てられの懸念」と同時に、韓国の専門家からはアメリカの対中戦略に巻き込まれることを懸念す

る見方も聞かれた。これは、上述した「在韓米軍の戦略的柔軟性」の問題について、トランプ政権

が関心を深めている点を捉えた見方である。李在明は大統領就任前に、台湾海峡問題について韓国

は不介入の立場を維持するべきであるとの見解を繰り返し表明しており10、「在韓米軍の戦略的柔軟

性」の問題は今後、トランプ政権と李在明政権の間の潜在的な争点として一層重要となることが予

想される。「模範的な同盟国」として位置づけられたとはいえ、韓国にとって対米同盟の運営は細心

の注意を要する緊迫した課題であり続けるだろう。 

こうした米韓関係の展開は、日本にとっていかなる意味を持つだろうか。ここでは 2つの点を指

摘したい。第 1に、日本との負担分担問題を扱う上で、トランプ政権が韓国との関係を活用しよう

とするか否かである。同盟国との負担分担を促進するために「インセンティブ」を働かせ、「模範的

な同盟国」との関係を優先させるとする国家防衛戦略の記述を踏まえれば、安全保障協力をめぐっ

てトランプ政権が韓国と日本との扱いにあえて区別を設けることにより、日本に防衛努力を促そう

とする可能性もあるだろう。 
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第 2に、韓国の視点からすれば、不確実性を最大の特徴とするトランプ政権との関係は依然とし

て緊張含みであり、それゆえに日本との協力関係を安定的に維持することの戦略的な重要性がより

鮮明になりつつあるということである。韓国の専門家からは、日韓両国が緊密に協力することによ

り、トランプ政権に対する交渉力を高めることができ、対米関係を管理しやすくなることを期待す

る声が多く聞かれた。単に対米協調の姿勢を競い合うだけではない日韓関係のあり方を追求するこ

とは、日本にとってもやはり重要だろう。 

 

※本稿の内容は執筆者個人の見解であり、所属する組織を代表するものではない。 
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